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はじめに 

 2021年 6月 15日、日本において、宇宙資源の探査及び開発を目的とする人工衛星の管理を行うにあたって、
事業者に求められる手続や許可要件等について規定し、許可を受けた事業者には採掘した宇宙資源の所有権を一定
の条件の下で認めることを明記した、宇宙資源の探査及び開発に関する事業活動の促進に関する法律（以下、「宇
宙資源法」といいます。）が成立しました 1。 
宇宙資源の開発については、月資源の開発を筆頭に国際的な注目が集められており、我が国においても、月面資

源の探査を計画する株式会社 ispace や、月面探査車の開発を行う株式会社ダイモンなど、商業的な宇宙資源開発
を目指す民間企業が出現しています。かねてから、かかる民間企業による商業的宇宙資源開発の制度的な環境を整
備すべく、宇宙資源開発に関する国内立法の必要性が論じられてきたところ、宇宙資源法の成立によりその整備が
進められることとなりました。日本は、宇宙資源開発に関する国内法を整備した国としては、米国、ルクセンブル
ク及び UAEに次いで 4カ国目となります。本ニュースレターでは、宇宙資源に関する各国での立法動向と、新た
に成立した宇宙資源法の概要についてご紹介します。 

宇宙資源に関する各国の立法動向 

 宇宙資源開発に関する国内立法の可否や許容される宇宙資源開発の態様については、宇宙条約等主要な条約上明
確な規定がなされていない（月協定を除きます。）ことから、国際的な議論の対象となってきました。かかる議論
においては、宇宙資源開発は国際的な枠組みの成立を待って行われるべきとの主張もなされる一方で、私人による
商業的な宇宙資源開発を認め、私人に宇宙資源の所有権の取得を認める国内立法を国際法上適法とする見解が有力
に主張されています。 
このような状況の中で、これまでに、米国、ルクセンブルク及び UAE において、宇宙資源開発に関する国内立

法が行われてきました。今回の宇宙資源法の成立により、日本が上記 3カ国に続いて宇宙資源開発に関する国内法
を制定した国家となり、さらに、オーストラリア、ニュージーランド及びカナダにおいても、宇宙資源開発に関す
る国内法の制定が検討されています。 
現在宇宙資源開発に係る国内立法を行っている国のうち米国、ルクセンブルク及び日本の国内法は、宇宙資源に

対して私人の権利が成立すると明確に定めています。 
                             
1 2021年 6月 23日に公布され、附則の一部の規定を除き、公布の日から起算して 6ヵ月を経過した日から施行することとされてい
ます（宇宙資源法附則第 1条）。 
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1. 米国 

 米国は、2015年 11月に、Commercial Space Launch Competitiveness Act (CSLCA. USC Title51 Subtitle 
V. 商業打上げ競争力法)を制定し、同法において、宇宙資源に対する占有、所有、輸送、使用及び売却についての
私人の権利を認めています。もっとも、宇宙資源に対する所有権は認めているものの、同法の第 403条において、
米国は本法の施行によって、いかなる天体に対しても主権又は主権的若しくは排他的な管轄権、所有権等を主張す
るものではない旨が規定されており、月その他の天体を含む宇宙空間に対する主権の主張や取得を禁止する宇宙条
約第 2条への配慮が見られます。また、宇宙空間における自国の非政府団体の活動につき許可の付与及び継続的な
監督を義務付けている宇宙条約第 6 条との関係で、同法は、第 108 条により、宇宙条約遵守のための政府の許可
及び監督の枠組みを定めることを規定しています。しかしながら、商業宇宙資源探査活動に対する具体的な許可の
付与手続については、未だ定められておらず、その結果、現時点では同法の下で民間企業が宇宙資源を採掘するこ
とは事実上できない状況となっています。 
 

2. ルクセンブルク 

 ルクセンブルクは、従前から国の産業政策として民間宇宙事業の誘致に力を入れており、例えば、通信衛星事業
者である SES 社を政府としてバックアップして、初めて民間企業による衛星放送を実現させています。現在、ル
クセンブルクは、民間宇宙活動のハブとなることを目指しており、2017年には宇宙資源探査法（l’exploration et 
l’utilisation des ressources de l’espace）を制定しています。 
宇宙資源探査法においては、第 1条で、私人による宇宙資源の所有が認められることを明らかにしています。ま

た、同法第 2条では、商業宇宙資源探査ミッションごとに許可（authorization）を発給する制度を定めています。
同条第 3項には、許可を受けた事業者は、許可条件及びルクセンブルクの国際的義務に従う限りにおいて商業宇宙
資源探査ミッションを行うことができる旨が規定されており、米国法と同様に宇宙条約に対する一定の配慮がなさ
れています。もっとも、本ニュースレター執筆時点において、実際に許可が付与された公表事例はないので、今後
の事例が注目されるところです。 
 

3. UAE 

 UAEは、2014年に宇宙庁（UAE Space Agency）を設立し、2016年に国内の宇宙分野を発展させることを目
的とする国家宇宙政策を策定するなど、宇宙分野の発展に比較的最近になって力を入れ始めた国です。国家宇宙政
策の一環として、UAEは、2019年 12月に、宇宙活動全般に関する規制の枠組みを定めた宇宙分野の規制に関す
る連邦法（Federal Law No.12 on Regulating the Space Sector）を制定しています。 
同法の規制対象には商業利用を目的とする宇宙資源の開発も含まれており（同法第 4 条(j)）、同法第 18 条第 2

項により私人が宇宙資源の所有、売買、輸送、貯蓄等を含む宇宙資源の開発行為を行うことを、宇宙庁の役員会議
による許可の対象とすることが規定されています。 
 同法は、米国、ルクセンブルクや日本における国内法と異なり、宇宙資源に関する私人の権利を直接に規定する
条項を持ちませんが、宇宙庁による当該許可が付与される限りにおいて、私人の商業的宇宙資源開発のための宇宙
資源に対する権利も認める趣旨であると考えられます。宇宙資源開発許可のための条件は、同法第 18条第 1項に
より内閣（Council of Ministers）又は内閣による委任を受けた者の決定により定められる事項とされ、今後当該
決定により、より詳細な規制が定められるものと考えられます。 

宇宙資源法の概要 

1． 総論 

日本におけるこれまでの法制度の下では、宇宙資源を採掘する宇宙機は人工衛星等の打上げ及び人工衛星の管理
に関する法律（以下、「宇宙活動法」といいます。）上の「人工衛星」に該当することから、宇宙資源開発を行おう
とする者は、宇宙活動法上の許可を取得すれば足りるという考え方もありましたが、具体的にどのような宇宙資源



 

- 3 - 

 

Ⓒ 2021 Nagashima Ohno & Tsunematsu 
 

開発が許可されるかという点については必ずしも明らかではありませんでした。 
そうした状況の中、宇宙資源法は、宇宙活動法の規定による許可の特例という位置づけで、宇宙資源の探査及び

開発 2を人工衛星の利用の目的として行う人工衛星の管理をするにあたって、事業者に求められる手続や許可要件
等を以下のとおり定めています。また、宇宙資源の所有権の取得に関しても明文を設けています。 
 

2． 許可に関する規定 

(1) 事業活動計画の提出 
宇宙資源の探査及び開発を目的とする人工衛星の管理に係る宇宙活動法上の許可（以下、「宇宙資源の探査及び

開発の許可」といいます。）を受けようとする者は、宇宙活動法に基づく一般的な人工衛星の管理に係る許可制度
により提出が求められる、事業者や人工衛星に関する基本情報、人工衛星の管理計画及び終了措置等を記載した申
請書（宇宙活動法第 20条第 2項）に、以下の事項を定めた事業活動計画を併せて記載する必要があります（宇宙
資源法第 3条第 1項）。 

 
(2) 許可要件 
宇宙資源の探査及び開発の許可の要件として、宇宙活動法に定められる一般的な人工衛星の管理に係る許可につ

いての要件（宇宙活動法第 21条・第 22条）のほか、以下のいずれにも適合していることが求められています（宇
宙資源法第 3条第 2項）。 

宇宙活動法における一般的な人工衛星の管理に関する規律においても、人工衛星の利用の目的及び方法が前記(i)
の基準に適合していること、並びに人工衛星の管理の方法を定めた管理計画について申請者が前記(ii)の基準に適
合していることが要求されていますが、宇宙資源の探査及び開発の許可にあたっては、さらに宇宙資源の探査及び
開発に特有の事項を定めた事業活動計画についても、前記 2つの基準をその許可に係る審査基準に含める趣旨であ
ると解されます。宇宙資源法は、文言自体は抽象的で幅があるため、今後ガイドライン等の作成が望まれるものの、
一定の許可要件を示していることからしても、許可要件を明確に定めていない米国やルクセンブルクの宇宙資源開
発に関する法律よりも一歩進んだ法律と評価できます。日本政府としては、今後、客観的に明確な許可要件に基づ
きできるだけ民間企業に許可を与えることで、日本の民間企業の国際的な競争力を高める意図や国外の企業誘致を
推進する目的があると考えられます。 

 
(3) 許可を受けた場合の公表 
宇宙資源の探査及び開発の許可を受けた者の氏名や名称、事業活動計画の内容その他所定の事項は、公表される

ことが原則とされています（宇宙資源法第 4 条）。その目的は、宇宙資源の探査及び開発に関する事業活動を国際
                             
2 宇宙資源法は、「宇宙資源」の定義として、「月その他の天体を含む宇宙空間に存在する水、鉱物その他の天然資源」をいうとしまし
た（宇宙資源法第 2条第 1号）。また、「宇宙資源の探査及び開発」の定義として、次のいずれかに該当する活動（専ら科学的調査とし
て又は科学的調査のために行うものを除く。）をいうとしています（同法第 2条第 2号）。 
①宇宙資源の採掘、採取その他これに類するものとして内閣府令で定める活動（以下、「採掘等」という。）に資する宇宙資源の存在状
況の調査 
②宇宙資源の採掘等及びこれに付随する加工、保管その他内閣府令で定める行為 

(i) 宇宙資源の探査及び開発に関する事業活動の目的 
(ii) 宇宙資源の探査及び開発に関する事業活動の期間 
(iii) 宇宙資源の探査及び開発を行おうとする場所 
(iv) 宇宙資源の探査及び開発の方法 
(v) (i)から(iv)までに掲げるもののほか、宇宙資源の探査及び開発に関する事業活動の内容 
   

(i) 事業活動計画が、宇宙基本法の基本理念に則したものであり、かつ、宇宙の開発及び利用に関する諸条
約の的確かつ円滑な実施及び公共の安全の確保に支障を及ぼすおそれがないものであること。 

(ii) 申請者が事業活動計画を実行する十分な能力を有すること。 
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的協調の下で促進するとともに、宇宙資源の探査及び開発に関する紛争の防止に資するためとされています。 
 

3. 宇宙資源の所有権の取得 

宇宙資源法は、上記の宇宙資源の探査及び開発に係る事業活動計画の定めるところに従って採掘等をした宇宙資
源については、当該採掘等をした者が所有の意思をもって占有することによって、その所有権を取得すると規定し
ています（宇宙資源法第 5条）。 
当該規定により、宇宙資源法に基づく許可を受けた事業活動計画の定めるところに従って宇宙資源を取得した事

業者につき、当該宇宙資源の利用処分に係る法的な根拠が付与されることとなり、また、事業者が取得した宇宙資
源を第三者から盗まれたり毀損されたりした場合には、当該宇宙資源に対する事業者の利益が法的に保護されるこ
ととなります。 

 

4. その他 

宇宙資源法は、その施行に当たっては我が国が締結した条約その他の国際約束の誠実な履行を妨げることがない
よう留意しなければならないこととし（同法第 6条第 1項）、また、同法のいかなる規定も、月その他の天体を含
む宇宙空間の探査及び利用の自由を行使する他国の利益を不当に害するものではないことを明記するなど（同法第
6 条第 2 項）、宇宙条約に対する一定の配慮をしていることが窺えます。さらに、宇宙資源法は、国際機関その他
の国際的な枠組みへの協力を通じて、各国政府と共同して国際的に整合のとれた宇宙資源の探査及び開発に係る制
度の構築に努めることや民間事業者による宇宙資源の探査及び開発に関する事業活動に関し、国際間における情報
の共有の推進、国際的な調整を図るための措置その他の国際的な連携の確保のために必要な施策を講ずることを明
記するなどしており（宇宙資源法第 7 条）、国際的な制度の構築及び連携の確保に配慮する国家の方針を示してい
ます。 

今後の見通し 

本ニュースレター執筆時点では、宇宙資源法の施行に係る内閣府令は定められておらず、宇宙資源法の適用対象
となる「宇宙資源の探査及び開発」の範囲や、許可を受ける際に必要となる事業活動計画の記載事項等について明
らかになっていない部分もありますが、同法の成立により、宇宙資源開発事業やそれに伴う宇宙資源の所有権の取
得が、一定の条件の下で法的に認められることになります。そのため、今後は宇宙資源開発事業を行おうとする国
内外の事業者の予見可能性が高まる結果、宇宙資源開発事業の促進効果や企業の誘致も期待されます。 
また、米国やルクセンブルク、UAE に次いで宇宙資源開発に関する法整備を行った国として、今後の国際的な

ルール形成においてリーディングケースとして参照されることも期待されます。 

当事務所の宇宙プラクティス・グループ 

 宇宙ビジネスの発展とそれに伴う法律問題の複雑化に対応し、国内外の宇宙産業にワンストップでのリーガルサ
ービスを提供するために、当事務所では本ニュースレター執筆者を含むメンバーによる宇宙プラクティス・グルー
プが活動しています。同グループでは、日頃から、宇宙ビジネスの最新動向や国内外の宇宙法の最新動向について
研究を重ねており、宇宙ビジネスに関するリーガルアドバイスや情報発信に役立てております。当事務所で取り扱
う宇宙ビジネスに関する案件も、上述の分野を含む広範囲に拡大しており、宇宙ビジネスを行うニュースペース・
オールドスペース双方の依頼者に対して、総合的なリーガルサービスを提供する体制を整えております。 

 
 
 

2021年 7月 14日 
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